
事務事業の概要・計画（PLAN）

12 款 1 項 2 目

□ 評価対象事業 ■ 評価対象外事業（事業の概要・結果のみ）

17

■

事業活動の内容・成果（DO）

前 4 4

事務事業評価（CHECK)

年度 9 年度 5年間の合計

自己判定
(担当責任

者)
事業の成果 公共施設等の整備に係る地方債の償還費用について、長期にわたり元利金を償還することで世代間の負担の平準化を図った。

一次判定 事業の
方向性

■ 事業継続と判断する。

判断の理由 行政内部事務であるため。□

□ 事業廃止と判断する

事業縮小と判断する

向こう５年間の直接事業費の推移
（千円）

5 年度 6 年度 7

主な実施主体 直接実施
実施形態（補助金・指定管
理料・委託料等の記載欄）

地方債利子償還金

111,612 106,454 103,607 98,836 91,428 511,937

年度 8

115,204

1人工当たりの人件費単価 7,841 7,794 7,794

※　直接事業費＋人件費

0.1職員の人工（にんく）数 0.1 0.1

124,383 114,610

地 方 債 0 0 0 0 0

113,831 700 0 0 114,425

0 0

一 般 財 源 123,599

0

114425 58197 114425
財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

県 支 出 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0

年度実績

直   接   事   業   費 123,599 113,831 700 0 0 114,425

地方債利子償還金

決算額 項       目 単位 年度実績 年度予定 9月末の実績項           目 前年度決算 当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越

千円 123599

事業の内容
（整備内容）

毎年9月及び3月に、各事業で起こした地方債の借入先に対して利子の償還を行う。
評価事業としない
こととした理由

行政内部事務であるため評価対象外とする。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ） 事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

総合計画における
本事業の役割

効率的な財政運営を図るため、確実な起債償還を行う。

事業の対象 市職員 事業の目的 確実な起債償還を行うとともに、本市の現状を正確に把握し、より有効な償還方法
を検討するなど、財政運営の効率化を図ることを目的とする。

参画協働推進都市の創造
【終了】

令和 年度(予定)

効率的で透明性の高い行財政運営 設定なし

事業評価の有無 担当責任者名 山口高宏

法令根拠等 地方財政法

実 施 期 間

【開始】 令和/平成 年度

総合計画での
位置付け

一般会計 担当課 財政課

予算科目 事業番号 5320 所属長名 皆川竜男

令和 4 年度　事務事業評価シート

事務事業名 一般会計地方債利子償還金
会計名称


